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① 給与勧告の対象職員

知事部局
議会事務局，

監査委員事務局等

教育庁

県立高校，

特別支援学校

小中学校

警察

15.3%
3,445人

20.2%
4,534人

17.0%
3,809人45.7%

10,251人

1.4%
311人

0.4%
89人

職員数

計100％

22,439人

本年の人事委員会の給与勧告の対象となる職員は，給与条例の適用を受ける一般職の職員です。

（企業職員，現業職員及び特別職の職員は対象外）
（注）下表の職員数には，再任用職員等は含まれていません。



② 県職員給与と民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）

役職段階，学歴，年齢階層別の県職員の平均給与と，これと条件を同じくする民間の平均給与のそれぞれに県職員数
を乗じた給与総額（Ａ），（Ｂ）を算出し，これを県職員数で除した平均給与額（ａ），（ｂ）の水準を比較しています。

1級
（主事，技師）

大卒 22・23歳
民間平均給与

×県職員数
県職員平均給与
×県職員数

（役職段階） （学歴） （年齢階層） （民間給与総額）
（A）

（県職員給与総額）
（B）

短大卒

高卒

中卒

２級
（主事，技師）

３級
（主査）

４級
（係長）

５級
（課長補佐）

６級
（課長）

７級
（次長，課長）

８級
（次長）

９級
（部長）

20・21歳

18・19歳

16・17歳

民間平均給与

×県職員数
県職員平均給与
×県職員数

民間平均給与

×県職員数

県職員平均給与
×県職員数

民間平均給与

×県職員数

県職員平均給与
×県職員数

民間給与総額

÷県職員総数
＝360,378円（a）

県職員給与と民間給与との較差
【 算定方法 （a）－（b） 】
＝△118円（△0.03%）

「１級（主事，技師）⇔係員」
と同様，各役職段階ごとに，
学歴別，年齢階層別に民間
給与及び県職員給与を算定

県職員給与総額

÷県職員総数
＝360,496円（b）

（注1）行政職で，

カッコ書きは各級
における職の例

県職員（注1） 民間（注2）

係員

主任

係長

係長

課長代理

課長代理

課長

課長

部長等

（注2）事務・技術で，
企業規模500人以
上の事業所の場合

24・25歳，
26・27歳…
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③ ラスパイレス比較の方法（職種，役職，学歴，年齢が同等の者を比較）

ラスパイレス比較では，職種，役職，学歴，年齢が同等の県職員と民間従業員の平均給与を比較します。

1級
（主事，技師）

大卒 22・23歳

（県職員） （民間）

比較しない：職種が異なる

比較しない：役職が異なる

比較しない：学歴が異なる

比較しない：年齢が異なる

比較する
（行政職）

係員 大卒 22・23歳
（事務・技術）

係員 大卒 22・23歳

（研究職）

主任 大卒 22・23歳
（事務・技術）

係員 高卒 22・23歳
（事務・技術）

係員 大卒 24・25歳
（事務・技術）



本年の民間給与との較差は △118円 (△0.03％) と小さく，ほぼ均衡していることから，

給料表の改定を行わないこととしました。

民間給与

360,378円
比 較

職員給与
[行政職]

360,496円

較差 △118円

④ 今回の給与報告のポイント

月 例 給

(△0.03%)

改定は
行わない

ラスパイレス比較後の

※ 民間給与の単純平均ではなく，ラスパイレス比較（Ｐ２，３参照）により算出した民間給与額。

（県職員の人員構成（役職段階，学歴，年齢階層）と同じ人員構成の民間企業であればいくらの給与が支払われるかを算出したもの）
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年間支給月数 対前年比増減

平成２２年 △0.17 ％ 3.95月 △0.20月 △90 千円 △1.43 ％

平成２３年 △0.32 ％ 3.95月 － △20 千円 △0.32 ％

平成２４年 3.95月 －

平成２５年 3.95月 －

平成２６年 0.21 ％ 4.10月 0.15月 69 千円 1.15 ％

平成２７年 0.10 ％ 4.20月 0.10月 43 千円 0.71 ％

平成２８年 0.21 ％ 4.30月 0.10月 49 千円 0.82 ％

平成２９年 0.14 ％ 4.40月 0.10月 45 千円 0.74 ％

平成３０年 0.14 ％ 4.45月 0.05月 27 千円 0.44 ％

令和元年 0.11 ％ 4.50月 0.05月 24 千円 0.40 ％

令和２年 4.45月 △0.05月 △18 千円 △0.31 ％

－ －

－

率

－ － －

－

区　分
勧告率

月例給 特別給（ボーナス） 勧告による平均年間給与の増減

増減額

⑤ 最近の給与勧告の状況（行政職関係）



（減額措置後） （総務省発表） 参考値 若年層

平成２２年 43.9歳 6,197千円 5,918千円 94.3 － 10% 6% 5%

平成２３年 44.1歳 6,129千円 5,939千円 95.5 － 8% 4% 2%

平成２４年 44.2歳 6,086千円 6,033千円 104.6 96.7 6% 2% 0%

平成２５年 44.4歳 6,044千円 5,841千円 105.8 97.7 10% 6% 4%

平成２６年 44.4歳 6,063千円 97.2 －

平成２７年 44.4歳 6,055千円 97.0 －

平成２８年 44.4歳 6,044千円 96.8 －

平成２９年 44.2歳 6,035千円 96.8 －

平成３０年 44.0歳 6,019千円 96.6 －

令和元年 43.7歳 5,990千円 96.2 －

令和２年 43.3歳 5,928千円 年末公表見込

※　平成２４年の（減額措置後）は，給与の減額措置の９月末廃止を勘案して算定。
※　平成２５年の（減額措置後）は，給与の減額措置の７月からの実施を勘案して算定。
※　ラスパイレス指数の参考値は，国家公務員の時限的な(2年間)給与改定特例法による措置が無いとした場合の値。

区　分
平均
年齢

平均年間給与
〔改定後〕

ラスパイレス指数
給料の月額
国＝100

　特例条例による
　給料月額の減額措置

課長級
以上

一般
職員

⑥ 最近の給与水準（行政職関係）
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⑦ 平成22年を100とした場合の平均年間給与等の推移（行政職関係）

100.0 
98.9 

98.2 
97.5 97.8 97.7 97.5 97.4 97.1 

96.7 
95.7 

95.5 95.8 

97.4 

94.3 

43.9 44.1 44.2 44.4 44.4 44.4 44.4 44.2 44.0 
43.7 

43.3 

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

平均年間給与
（減額措置前）

平均年間給与
（減額措置後）

平均年齢

平均年齢は，若手職員の増加等により減
少傾向にあります。

平均年間給与は，減少傾向に
あります。


